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3.3 群馬県のこれまでの取組における成果と課題

３.３.１　ソフト対策

⑴土砂災害警戒区域等

　土砂災害のおそれがある箇所を明らかにするため、土砂災害防止法に基づく基礎調

査を行い、平成２６年１０月に県内全域で土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区

域（以下、土砂災害警戒区域等という）の指定を完了しました。平成２７年度からは、

２巡目調査を行っています。

　令和２年１２月末現在、土砂災害警戒区域は２７市町村で８，９８８区域が指定さ

れ、県ホームページで県民に周知しています。

　区域の指定は、著しい被害が発生するおそれがある土地での開発行為を制限するほ

か、市町村が土砂災害に対する警戒避難体制を整備するための重要な情報であるとと

もに、住民が自らの周囲の危険性を認識するために必要な情報であるため、法律では

概ね５年ごとに基礎調査を行い、すみやかに調査結果を公表することになっています。

そのため定期的に見直し調査を実施し、常に最新の情報を提供することとしています。

　近年の課題として、一部の土砂災害が土砂災害警戒区域等に指定されていない箇所

で発生しました。このため、今後の基礎調査では高精度な地形情報を活用することで、

これまで抽出できなかった土砂災害のおそれがある箇所を確実に指定し、住民に土砂

災害のおそれがある区域を認識してもらう必要があります。

土砂災害警戒区域とは

　急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等

の生命又は身体に危害が生ずるおそれのあると

認められる区域であり、危険の周知、警戒避難

体制の整備が行われます。

土砂災害特別警戒区域とは

　急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物

に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危

害が生ずるおそれのあると認められる区域で、

特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造

規制等が行われます。

図　市町村別指定区域数
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※「合計」の上段について、区域が複数の市町村にまたがる場合は、それぞれの市町村に
カウントしているため、合計数が県全体の区域数と一致しない。下段は重複箇所を除い
た市町村別箇所数。

表 2　市町村別指定区域数（令和２年１２月末）

市町村

土石流 急傾斜地の崩壊 地すべり 計

土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域

うち土砂災害

特別警戒区域

うち土砂災害

特別警戒区域

うち土砂災害

特別警戒区域

うち土砂災害

特別警戒区域

前橋市 19 17 52 50 0 0 71 67

高崎市 298 224 562 544 20 0 880 768

桐生市 242 217 520 517 6 0 768 734

太田市 29 27 67 67 2 0 98 94

沼田市 98 80 344 342 7 0 449 422

渋川市 106 75 240 232 5 0 351 307

藤岡市 172 137 326 321 62 0 560 458

富岡市 93 60 312 304 7 0 412 364

安中市 162 135 342 336 41 0 545 471

みどり市 165 150 374 372 3 0 542 522

榛東村 4 1 0 0 0 0 4 1

吉岡町 4 1 0 0 0 0 4 1

上野村 50 40 109 109 2 0 161 149

神流町 87 67 159 158 15 0 261 225

下仁田町 182 150 358 346 27 0 567 496

南牧村 77 60 302 302 18 0 397 362

甘楽町 51 46 123 123 20 0 194 169

中之条町 225 191 414 410 62 0 701 601

長野原町 85 76 60 59 0 0 145 135

嬬恋村 86 78 166 163 4 0 256 241

草津町 10 10 28 23 0 0 38 33

高山村 54 44 25 25 1 0 80 69

東吾妻町 248 195 312 308 8 0 568 503

片品村 53 51 127 127 2 0 182 178

川場村 24 20 27 27 1 0 52 47

昭和村 18 7 54 52 0 0 72 59

みなかみ町 189 151 419 416 29 0 637 567

合計 2,831 2,310 5,822 5,733 342 0 8,995 8,043

(重複箇所を除く） 2,826 2,309 5,820 5,731 342 0 8,988 8,040
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⑵土砂災害警戒情報

　県と前橋地方気象台は、大雨による土砂災害の危険性が高まった際の警戒避難等に

資する情報として、共同で「土砂災害警戒情報」を平成１９年度から発表しています。

また、土砂災害の危険性をより詳細に把握できるよう県内を約１km 四方の格子（メッ

シュ）に分割し、メッシュ毎に土砂災害の発生する危険度を５段階に分けて表した「土

砂災害危険度情報」の提供を県ホームページにて行っています。

　全国的にも、避難勧告の遅れが課題として挙げられています。土砂災害警戒情報は、

市町村による避難勧告等の発令や住民の自主避難の判断材料とするための情報として

重要であるため、情報提供手段の多様化や発表基準の精度向上を進める必要がありま

す。

図11　土砂災害警戒情報の発表

図 10　土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等について（国土交通省資料より）
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図 12　土砂災害警戒情報の発表回数の推移（H19～ R2）

震度６弱を観測した市町村では、発表基準を通常の５割に低減

震度５強を観測した市町村では、発表基準を通常の７割に低減

※地震発生後は、地盤条件等が変化し、通常よりも少ない降雨で土砂災害が発生しやすくなるため、通常

の発表基準を低減した暫定基準を設定し、警戒情報を発表している。

（H23：東北地方太平洋沖地震、平成 23 年 3 月 12 日の長野県北部が発生）
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⑶住民主体の警戒避難体制の構築

⒜防災マップ作成及び避難訓練の実施支援

　県では、平成１６年度から平成２７年度までに、土砂災害警戒区域等を有する市町

村への支援として、「住民主体の防災マップ作成及び実働避難訓練」を各市町村が選定

したモデル地区において、２７市町村すべてで実施しました。

　土砂災害は、局地的・突発的に発生することが多いため、市町村が発令する避難勧

告等を待つことなく、住民主体の防災マップづくりにより住民が自ら判断し、自主的

に避難できる体制づくりが重要です。

　しかし、群馬県では、土砂災害警戒区域の基準に満たない箇所での災害の発生や、

先進的な地区の取組が他の地区に広がっていないことが課題となっています。

　土砂災害から犠牲者をなくすためには、この取組を土砂災害警戒区域を有するすべ

ての地区に波及させることが重要で、警戒避難体制整備の実施主体である市町村に対

する支援を継続する必要があります。

図 13　住民懇談会での意見を反映し作成した防災マップ

防災マップの作成 実働避難訓練
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⒝「住民主体の土砂災害警戒避難体制構築運営の手引き」の作成

　県が実施してきたモデル地区での取り組みをもとに、運営のノウハウ・ツールを収

録した「住民主体の土砂災害警戒避難体制構築運営の手引き」を平成２７年度に作成

し、市町村へ配布しました。

　群馬県の課題として、市町村や住民が主体となって防災マップの作成や避難訓練等

の取組を実施するべきところですが、担当職員の土砂災害に関する専門知識の不足や

取組を行うためのノウハウの不足等により実施が困難な市町村があります。

　今後も、市町村が主体的に土砂災害警戒避難体制の構築を推進できるよう、この手

引きの普及と市町村が独自に運営できるよう職員のスキルアップを図る必要がありま

す。

図 14　「住民主体の土砂災害警戒避難体制構築の手引き」
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⑷要配慮者利用施設の避難確保計画作成等への支援

　平成２９年６月１９日に土砂災害防止法が改正され、要配慮者利用施設の管理者ま

たは所有者（施設管理者等）は「避難確保計画の作成及び避難訓練の実施」が義務と

なり、国では令和３年までに計画作成率・訓練実施率１００％を目指しています。

　県では計画策定の支援として、「要配慮者利用施設における土砂災害警戒避難確保

計画作成の手引き」を平成２９年７月に作成し、県ホームページに掲載するとともに、

市町村及び施設管理者等を対象にした手引きの利用のための説明会を開催しました。

令和元年９月には、「要配慮者利用施設における土砂災害に関する避難訓練《実践の手

引き》」を作成し、県ホームページに掲載するとともに、対象施設および市町村へ配布

しました。

　近年の土砂災害の課題として、自力による避難が困難な高齢者等の被災が増加して

おり、要配慮者利用施設における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が急務となって

います。令和２年３月末時点で、県内における避難確保計画作成率は、６２％となっ

ています。令和３年度までに１００％を達成できるよう、市町村と連携し、引き続き

避難確保計画の作成を支援する必要があります。

図 15　群馬県版「要配慮者利用施設における土砂災害警戒避難確保計画作成の手引き」

　　　　　　　　「要配慮者利用施設における土砂災害に関する避難訓練《実践の手引き》」

令和元年 9月

群馬県県土整備部砂防課

要配慮者利用施設における
土砂災害に関する避難訓練

〈 実践の手引き 〉

ステップ 1ステップ 1

本書該当ﾍﾟｰｼﾞ ： 4 ～ 5 ﾍﾟｰｼﾞ

体制、
情報収集
・伝達

避難
誘導

訓練の考え方の確認

ステップ 2ステップ 2

本書該当ﾍﾟｰｼﾞ ： 6 ～ 11 ﾍﾟｰｼﾞ

訓練メニューの確認

避難確保計画の記載事項を確認し、

“避難確保計画に基づいて実施される避難訓練”
であることのイメージをもちましょう

土砂災害の避難訓練についての考え方を確認しましょう

土砂災害の避難訓練について、
フェーズ（段階）に応じた2つの訓練メニューを確認し、
それぞれの訓練パターン（手法）を確認しましょう

施設にとって必要と思われる
訓練メニューを検討しましょう

3ページ の ステップ 3へ3ページ の ステップ 3へ

////////////

/////////////

2

2. 本書の使用方法

ステップ 3ステップ 3

本書該当ﾍﾟｰｼﾞ ： 12 ～ 19 ﾍﾟｰｼﾞ ／ 訓練様式 ： 1

訓練計画の検討・準備

ステップ 4ステップ 4 訓練の実施・結果確認

本書の様式等も参考に、
訓練の検討・準備をしましょう

様式等は、「様式集」にまとめています
必要なものを選択し、ご活用ください

※ 直接書き込んでいただくか、Webでダウンロードできるように
様式のデータ（Microsoft Word）をまとめましたので、
施設が作成しやすい方法を選択してください

ステップ3で検討した

訓練計画に基づき、避難訓練を実施しましょう

訓練後には、計画の見直しのために
本書チェックリストを参考に、検証をおこないましょう

（継続的に実施） 教育・訓練等による計画の見直し・更新（継続的に実施） 教育・訓練等による計画の見直し・更新

/////////

/////////

3

本書該当ﾍﾟｰｼﾞ ： 12 ～ 19 ﾍﾟｰｼﾞ ／ 訓練様式 ： 2

ステップ 5ステップ 5 訓練の報告

訓練の実施結果を市町村に報告しましょう
※本書様式や市町村指定の様式を使用

///////////////////////
本書該当ﾍﾟｰｼﾞ ： 20 ～ 21 ﾍﾟｰｼﾞ ／ 訓練様式 ： 3
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⑸土砂災害警戒区域等の周知を図るための標識設置

　土砂災害が発生するおそれがある箇所を県民等に知ってもらうため、土砂災害警戒

区域等を周知する標識を、要配慮者利用施設や避難所が存在する区域に設置しました。

　群馬県では、土砂災害警戒区域に指定されている箇所で人的被害を伴う土砂災害が

発生しました。近年の土砂災害の課題として、「区域指定を正しく認識している住民が

少なく、正しい避難行動をとれないこと」があります。避難行動に繋がるように、警

戒区域の認知度向上を図る必要があります。

⼟砂災害警戒区域
この付近は
⼟砂災害警戒区域です
（⼟⽯流）

この場所は、⼟⽯流により被害を受けるおそれのある
区域です。
⼤⾬等により危険を感じた場合は、早めの⾃主避難を
⾏いましょう。

○○⼟⽊事務所 Ｔｅｌ ○○○○−○○−○○○○
○○市役所 Ｔｅｌ ○○○○−○○−○○○○

川のにごりなど異常を⾒つけたら下記連絡先まで報告を！

□⼟砂災害特別警戒区域
□⼟砂災害警戒区域

現在地

図16　警戒標識のイメージ（左）と警戒標識の設置事例（右）

◆土砂災害防止法に基づく基礎調査を継続し、最新の情報を提供する必要がある。

◆高精度な地形情報を活用し、これまで抽出できなかった土砂災害のおそれがある

箇所を確実に指定する必要がある。

◆土砂災害警戒情報の提供手段の多様化と発表基準の精度向上を進める必要がある。

◆住民主体の警戒避難体制構築の取組を県内全域へ波及させる必要がある。

◆要配慮者利用施設における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が急務となっている。

◆土砂災害警戒区域の認知度を向上させる必要がある。

ソフト対策の課題




